


  

第２ 申入れの理由 

１ 消費者契約法は，「消費者と事業者との間で締結される契約」を幅広く対象と

していますが，貴社が，これから訪問鍼灸マッサージ業を開業しようとする者

との間で，開業支援コンサルティング契約を締結した場合，いまだ事業者では

ない消費者との間で契約したこととなりますので，消費者契約法の対象となる

と思料します。 

  ２ ところで，消費者契約法第９条第１号は，解除に伴う損害賠償額の予定ある

いは違約金を定めた場合，「当該消費者契約と同種の消費者契約の解除に伴い当

該事業者に生ずべき平均的な損害を超えるもの」について，その超えた部分を

無効としています。 

    そして，かかる損害の算定については，一般的に，解除の事由，時期のほ

か，当該契約の特殊性，逸失利益・準備費用・利益率等の損害の内容，契約の

代替可能性・変更ないし転用可能性等の損害の生じる蓋然性等の事情を考慮し

て算定されます（東京地判平成１４年３月２５日）。 

 ３ しかるに，貴社の上記利用規約第３条第５項は，解除に伴う損害賠償額の予

定あるいは違約金を定めたものといえるところ，何らの解除の事由，時期等を

区分せずに，「いかなる理由があっても返還しないものとする」と定めており，

消費者契約法第９条第１号に抵触するものと思料します。  

 ４ したがって，申入れの趣旨記載のとおり削除あるいは是正を求めます。 

    

以上 

    


